介助連ニュース2009年６月号
公的介助保証を要求する世田谷連絡会発行　連絡先5450－2861　HANDS世田谷気付
世田谷区交渉にご参加ください！
 7月13日（月）14時～17時

場所：老人会館会議室　２階　講習室
若林4－37－８　電話　３４１９－2341
　来年度予算要求に向けた重要な交渉となります。この四月から施策の担当責任者の保健福祉部長と障害者施策推進課長が替わりました。新任担当者に、区の公約である「区として24時間公的介助保障の実現に向けて努力する」を改めて確認し、下記の要望書の内容にそって交渉を行います。みなさんの生の声を直接訴える場でもあります。多くの皆さんの声を集めてひとつの力にして訴えて生きましょう、ぜひご参加ください！
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

要　望　書
世田谷区区長熊本哲之殿
公的介助保障を要求する世田谷連絡会
来年度予算編成に関する要望
1． 月５２７時間（１日あたり１７時間）の支給時間上限を撤廃し、24時間保障の実現するための予算を確保してください。
２．世田谷区は「せたがやノーマライゼーションプラン」や第２期障害福祉計画において障害福祉の基本理念をうたっています。それによれば「安心して地域で自立した生活を継続できる社会の実現」とあります。24時間保障実現のための実施計画を示してください。
３．昨年区は、私たちの要望にこたえる形で２４時間介助者を入れている仲間を訪問し、その実態を聞き取り調査し「置かれている厳しさを十分受け止めた」にもかかわらず、上限時間を据え置きにしたばかりか、居宅介護関連予算を減額した理由を説明してください。
「障害者」の地域生活支援は遅々として進んでいません。今年度予算では、２４時間介助を受けながら生活する「障害者」への介助派遣時間上限はまったく伸びず、５２７時間（１日換算１７時間）上限に据え置かれました。（この１０年間でわずか１日当たり１時間しか伸びていません。）しかも居宅介護関連予算は、昨年度より減額されました。
　介助者が確保できないため、トイレを我慢せざるをえない実態や、二次障害の進行も深刻な問題となっています。利用者が高額な自己負担を強いられるケースもあります。
仲間を支える事業所の運営は厳しさを増し、介助者確保もままならず、安定した派遣体制がとれません。国のこれまでの度重なる報酬価格の引き下げのため、４月からの報酬単価見直しも大きな改善につながっていません。それほど介護現場で働くものの労働条件は劣悪です。17時間の介護報酬で２４時間派遣をまかなわざるを得ない状況をこれ以上放置することは許されません。
今年度中に早急に実現を求める課題
１．２４時間介助者を入れている利用者については、『支給決定に関する要綱』の規定を正しく運用し、５２７時間に可能な限り上乗せして支給決定をしてください。
区の『世田谷区居宅介護等に係る障害者自立支援法（介護給付費等）の支給決定に関する要綱』では「区長が特に必要と認める場合には別表で定める限度を超えて支給量を決定することができる」とあります。別表では「区分６・介護力なし」のケースの上限は５２７時間になっています。特に必要と認めれば、この時間を超えて派遣できることになっているのです。
ところが５２７時間上限（１日１７時間）は絶対的なものでありこれ以上の派遣は一切認めないというのが現在の区の方針です。しかし、それは要綱に違反しています。一律上限を設定するという考え方は「必要な人に必要な支給量を支給する」という自立支援法の趣旨に反しています。現行の支給基準５２７上限でも、すぐに対応できるはずです。２４時間介助利用者の派遣支給量を早急に見直してください。
その他の問題についての要望
2． 区の地域支援事業の中の移動支援の従事者資格については「自薦登録」の介助者を認めてください。



























